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標準尺とは、簡単に言えば、「非常
に精密なものさし」である。主にガラ
ス製で、直方体の側面に等間隔の目盛
りがつけてある形状をしており、この
目盛りの間隔を測定することにより長
さを測定する（写真1）。精密測定器や
精密工作機械において測長する際に用
いるスケールの基準として、これらの
スケールを校正するために用いられて
きた。また、測定器や工作機械に組み
込まれて使用される場合もある。

現在では、製造の現場で標準尺が使
用されることは少なくなってきて、代
わってデジタルスケールと呼ばれる測
長器が活躍している。これは、磁気的

または光学的方法などで目盛をつけた
スケールと、それを読み取る読み出し
部分、読み出した信号を電気信号化す

るインターフェース部分とが一体に
なった測長器である。標準尺の目盛り
間隔が1 mm や 0.5 mm 程度なのに対
し、デジタルスケールはおおむね数 
µmから数 nmの分解能のものが多く
使われている。

標準尺校正装置とその高度化
産総研（当時の工業技術院計量研究

所）では、1969年に標準尺校正装置を
設置し、標準供給を開始した。その後
いくつかの改良や高度化を経て、現在
に至っている。

当所の標準尺校正装置は、レーザー
干渉計を用いた絶対測長装置である

（写真2）。装置は、レーザー干渉計と、
光学軸と移動軸が一致するようアッベ
の原理を満たした移動台とで構成され
ている（図1）。校正器物は、ベッセル
点（2点支持で全長のたわみが最小にな
る点）で支持され、移動台上に置かれ
た標準尺の目盛り線位置を、光電顕微
鏡で検出する。一方、同じ移動台上に
設置した移動鏡の移動量をレーザー干
渉計で測定し、目盛り線間隔の絶対測
長を行う。移動台は空気浮上ステージ
になっており、1 mの長さまでの標準
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図1　標準尺校正装置の概略

測定器の高分解能化にともない新たな標準を開発
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写真1　標準尺

写真2　標準尺校正装置
左：装置外観　右：装置内部（中央にセットされて
いるのが校正中の標準尺）
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尺を測定することができる。国家標準
にトレーサブルな安定化He−Neレー
ザーを用いることにより、トレーサ
ビリティを確保している。600 mmま
での標準尺を200 nm、1 mまでを300 
nmの拡張不確かさで校正可能である。

標準尺校正装置は大型であるため、
装置内の気温の安定化と測定が難し
い、などの問題点があり現在も随時、
装置の高度化を行っている。最近では、
新しい調整方式の導入や、環境安定化
ブースの増設、温度測定点の増設等を
行った。そして、2004年6月には、国
際比較（CCL−L3）に参加し、下記不確
かさを達成し、他の参加国と比較して
も遜色ない結果を得ることができた。
不確かさU=   532 +（9.1×10－8 L）2  

（nm）＊（   = 2）（L：測定長［mm］）k
（＊300 mmの標準尺の場合、60 nm

の不確かさ）

デジタルスケールの標準供給
最近では、半導体製造、光ディスク

露光、精密加工などの分野で、位置決
めの高精度化がどんどん進んでおり、

高精度位置決めに不可欠な測長器に対
する高分解能・高精度化への要求も高
い。現在市販されているデジタルス
ケールの最高分解能は100 pm（ピコ
メートル：10−12 m）を切っている。

しかし、世界的に見てもデジタル
スケールの国家標準は今まで存在しな
かった。国際競争力の強化の面からも、
国際的な国家標準へのトレーサビリ
ティを求める声が高まってきていた。
その声に応えて、われわれはレーザー
干渉計によりデジタルスケールの表
示値を校正する装置を新たに開発し、
2005年3月に標準供給を開始した（写
真3）。この装置を使用した校正の拡張
不確かさは、（校正器物によるが）概ね
0.1 µmより小さく、精度1 µm程度の
デジタルスケールの校正が可能な性能
を実現している。

標準尺校正装置の高度化に携わったあと、デジタルスケールの標準に関する研究を
行い、標準尺とデジタルスケールの校正サービスを担当している。
現在は、超高分解能デジタルスケールの標準供給を目指して、光コム光源を用いた
スーパーヘテロダイン干渉技術を開発中である。
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今後の展開
分解能が100 pmを超えるような超

高分解能デジタルスケールの分野で
は、日本が世界の最先端を走っている。
われわれは、このような超高分解能ス
ケールのトレーサビリティを世界に先
駆けて確立することにより、その国際
競争力を高めることに寄与していく。
メートルの定義に基づき、簡便でシン
プルな装置にすることを目指し、光コ
ムと呼ばれる新しい光技術を利用した
レーザー干渉計を基本とする校正シス
テムを開発中である。高分解能デジタ
ルスケールの標準供給は、2007年度に
開始する予定である。

写真3　デジタルスケール校正装置


